
古河機械金属グループの企業理念
策定の背景と目的

古河機械金属グループは、2025年8月に創業150年という大
きな節目を迎えました。この長きにわたり事業を継続してきた背
景には、創業者・古河市兵衛の精神を礎とし、多くの先人たちが時
代の変化に応じて新たな挑戦を積み重ねてきた歩みがあります。
こうした歴史を持続的成長に向けた基盤と位置づけ、次の100年、
150年を見据え、創業の精神を受け継ぎながら企業価値の更な
る向上に取り組んでいきます。

近年、企業を取り巻く経営環境は、構造的な転換期を迎えてい
ます。地球規模での環境問題の深刻化、人口動態の変化、価値
観の多様化、デジタル技術の急速な進展、資本市場の構造的変
容など、企業の持続的成長には従来の延長線上ではない新たな

視座と戦略が求められています。
こうした環境変化を踏まえ、当社グループは創業150周年を迎

えた2025年を一つの節目と捉え、従来の「経営理念」を改定し「古
河機械金属グループ 企業理念」を制定するとともに、企業として
の更なる飛躍に向けて、2035年ビジョン「Vision F 2035」を新
たに策定しました。

鉱山開発を起点として、社会基盤を支える技術を長年にわたり
提供してきた当社グループの歴史と実績を礎に、次なる時代にお
ける企業の存在意義と持続的成長の方向性を明確にすることで、
社会課題の解決と企業価値の向上を両立させる経営を目指して
いきます。

企業理念
当社グループは、1875年の創業以来、鉱山開発に始まる技術力により社会基盤を支え、また、時代の変化に対応する自己改革を進めて、

事業を変革してきました。
現代社会はますます多様化が進み、すべての人々が安心して暮らせる持続可能な共生社会を実現することが、まさに求められています。
こうした社会課題を解決するため、当社グループはマーケティング経営を推進し、社会的価値と経済的価値を両立する企業として、社会

に必要とされる存在であり続けます。

古河機械金属グループの2035年ビジョン

私たちは、マーケティング経営を進化させ
技術・人材・財務を強化して強靭な経営基盤を築くことにより、

環境や社会構造の変化に対応したインフラ整備を支え、
よりしなやかに持続する社会の創造に貢献します。社会のレジリエンスを共創する企業へ

目指す姿（2035年度のありたい姿）
当社グループは、今後の社会が直面する多様な課題に対し、持

続可能かつ柔軟な対応を可能とする企業としてのあり方を再定
義し、「社会のレジリエンスを共創する企業へ」を2035年ビジョン
として掲げました。

環境問題の深刻化、人口構成の変化、技術革新の加速、そして
社会構造の複雑化に伴い、インフラ整備のあり方も大きく変化し
ています。当社グループは、これらの変化に的確に対応し、環境・
社会・経済の各分野において持続可能性を高めるインフラの構築
を支えることで、よりしなやかに持続する社会の創造に貢献して
いきます。また、マーケティング経営の進化を通じて、顧客起点の

価値創造を推進するとともに、技術力・人材力・財務力の強化を図
り、強靭な経営基盤の構築を着実に進めます。

これにより、社会的責任を果たしつつ、企業としての持続的成長と
ステークホルダーへの価値提供を両立させることを目指していきます。

事業戦略については、「社会基盤の進化」を目標に掲げ、環境・
社会の二つの領域における重点分野とニーズに対応する形で構
成しています。また、事業戦略を支える基盤として、当社グループ
は「経営基盤の拡充」を目標に、人材基盤の進化、財務基盤の深
化、ガバナンスの強化を推進していきます。これらの戦略の推進
を通じて、当社グループは経営の持続可能性と透明性を高め、ス
テークホルダーとの信頼関係を一層強化していきます。
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使命（ミッション） 環境と調和した豊かな社会の実現
当社グループは、社会基盤を支えてきた創造的解決力で、安全・快適で環境と調和した社会の実現に貢献します。

より良い明日のために社会基盤の進化を支える信頼のパートナー

持続可能性・多様性・革新性

共生・誠実・共創

企業理念・2035年ビジョンの短編動画紹介
企業理念・2035年ビジョンに関する短編動画をYouTubeで公開しています。

企業理念は「羅針盤」です。当社グループの存在意義を定義し、今後の成長戦略の指針となり、
グループ全体の意思決定や行動の根幹となるものです。これを全社で共有し、日々の業務に
反映させることで、組織の一体感と持続的な成長の実現を目指します。新しい理念の中心は「環
境と調和した豊かな社会の実現」という使命（ミッション）です。1875年の創業以来、鉱山開発
に始まる技術力で社会基盤を支えてきた私たちが、これからも社会課題の解決に貢献し続ける
という決意を表しています。

企業理念・2035年ビジョン

Vision F 2035のもと、社会のレジリエンスを共創する企業へ。
使命はひとつ。環境問題や社会課題の解決を軸に、

価値創出の質を進化させ、次のステージ、その先へ挑みます。
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2035年ビジョン「Vision F 2035」キャッチコピー

■ 無人化・省人化製品の開発と提供による安全かつ高効率な作業実現への貢献
• 環境対応型搬送設備によるインフラ工事促進
• 地域特性に応じた都市整備への貢献

■ IoTを活用したサポートシステムによるカスタマーサクセスへの貢献社会

重点項目重点分野 ニーズ

■ 道路、河川、ダム等のインフラ工事による防災・減災への貢献
■ 電動化、省エネ製品等の開発・供給による地球温暖化抑止への貢献
■ 多様な廃棄物の処理、再資源化を通じた循環型経済実現への貢献環境

防災・減災

環境配慮

つながる
モノの
拡大

■ ICT、IoT関連用途素材の開発・供給による環境問題、社会課題対応への貢献

モノのIT化
リアルタイムデータ活用による

運用の効率化
革新的サービスの創出

労働力不足対応

都市整備

■ 人材価値向上に向けた研修教育の実施
■ 健康で働きやすい就業環境の整備・改善
■ ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進
■ 個人の成長と組織の活性化に向けた人事制度の進化人材基盤の進化

エンゲージメントの向上

組織の活性化（キャリア開発）

価値創造につなげる最新の技術・
業務への対応力向上

■ 営業／生産／物流工程全体の効率化を通じた運転資本削減
• 売掛債権早期回収の促進、在庫圧縮等によりキャッシュ・フロー創出力を強化
• 資金効率を高め有利子負債残高をコントロール

■ 株主資本コントロールを通じた資本コストの最適化
• 配当政策の強化による純資産フロー圧縮
• 自己株式取得による資本コスト低減財務基盤の深化

財務レバレッジ力の向上

投下資本に対する利益率の向上

キャッシュ・フロー強化に向けた
資金効率の向上

重点項目重点分野 ニーズ

企業価値の向上

リスクマネジメント体制の整備
■ コンプライアンスの徹底
■ 内部統制の高度化、監査体制の充実

ガバナンス
の強化

   �企業理念・2035年ビジョン 
「Vision F 2035」紹介映像
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サステナビリティ関連情報 財務関連情報事業戦略グループ概要

https://www.furukawakk.co.jp/info/2024/20241010_post_142.html
https://www.youtube.com/watch?v=jOeoKaeEfr0
https://www.youtube.com/watch?v=jOeoKaeEfr0


1. 中期経営計画2025の総括
中期経営計画2025の3年間は、財務規律の向上やサステナビリティへの取り組み推進、経営基盤の確立において着実な成果を上げました。
一方で、高付加価値化の遅れによる収益目標の未達など、収益力向上に関して、課題を残しています。

2026年度においても、収益性と資本効率を意識した経営の継
続、財務規律・投資規律の維持、単年度計画による着実な業績管
理という基本方針は変えません。

そのうえで、2035年ビジョンに沿った重点施策を着実に進め
ます。具体的には、成長投資と財務健全性のバランスを意識した

投資・資本配分の最適化、政策保有株式の継続的縮減、中期経営
計画2025の総括を踏まえた重点課題の深掘りと優先順位付け、
そして次期中期経営計画に向けたKPI設計と定量目標の策定を
進めます。加えて、（株）アーステクニカとの統合基盤づくりを通じ、
将来のシナジー創出に向けた体制整備にも取り組んでいきます。

3. 次期中期経営計画の方向性
社会課題起点で価値創造の質を高める
次期中期経営計画は、2035年ビジョンを起点とし、中期経営

計画2025を通じて顕在化した収益性・資本効率面の課題と、社
会課題起点で見えてきた成長機会とのギャップを埋めることを最
大の目的としています。重視する経営テーマは、キャッシュ・フロー
創出力の強化、収益性を軸としたKPI体系の高度化、成長投資と
株主還元の最適バランスの追求です。これにより、経営の規律を

保ちながら、中長期的な企業価値向上を実現していきます。

成長領域で競争優位を磨く
事業戦略においては、インフラ更新・国土強靭化、防災・減災、労

働力不足への対応、環境・脱炭素関連といった社会課題領域を、今
後の成長の起点と位置づけています。当社グループは、機械・素材
を横断する技術力、現場対応力を強みとしており、これらを活用し
ながら、製品・エンジニアリング・サービスを組み合わせた高付加価
値型・課題解決型ビジネスへの転換を進めます。単なる製品供給

にとどまらず、設計、施工、運用、保守を含めた価値提供を強化する
ことで、価格競争に依存しない収益構造の確立を目指します。

連続成長と非連続成長を組み合わせる
成長実現の手段としては、機械事業を中核とした既存事業の

成長に加え、M＆Aやアライアンスも重要な役割を担います。既
存事業の「隙間」を埋め、技術・製品・顧客基盤を補完することで、
事業の連続性と競争力を高めていく考えです。（株）アーステクニ
カの連結子会社化、（株）三井三池製作所との連携強化はその代
表例であり、単なる規模拡大ではなく、企業価値創造力の向上を
重視した取り組みとして位置づけています。また、ストックビジネス、

サービスの拡大やDX活用を通じて、顧客接点の深耕と収益の安
定化も進めていきます。

■ 重視する経営テーマ
・キャッシュ・フロー創出力の強化
・�収益性を軸としたKPI体系の

高度化

・�成長投資と株主還元の最適
バランスの追求

■ 成長ドライバー
・社会インフラ更新
・防災・減災

・省人化・自動化
・環境・脱炭素

■ 成長実現の手段
・�機械事業を中核とした既存 

事業の成長
・M＆Aやアライアンス

・�ストックビジネス、サービスの
拡大

・DX活用

4. 中期経営計画2025との違い

2. 2026年度の経営運営方針
中期経営計画2025では、財務規律の向上やサステナビリティ

の取り組み推進、ポートフォリオ再編をはじめとした経営基盤の確
立に注力しました。2026年4月1日には（株）アーステクニカを連
結子会社化しており、事業ポートフォリオが変化しています。

こうした事業ポートフォリオ変化などを踏まえ、当社グループで
は、2026年度を、次の成長フェーズを確実に立ち上げるための「戦
略的な移行準備期間」と位置づけています。

経営基盤の確立から、価値創造の加速へ

区
分 成果 課題

財
務
面

財務規律の
向上

 ● �財務面では、資本規律、財務健全性、株主還元におい
て一定の成果を上げました。
 ● �2025年度実績では、ROEは9.2％となり、目標として
いた8％程度を上回りました。また、デット・エクイティ・
レシオは0.4倍、有利子負債 /EBITDA倍率は3.5倍と
なり、財務の安定性確保も着実に進展しました。 収益目標の

未達

 ● �連結営業利益は目標の130億円程度に対し約112億
円、機械事業の営業利益構成比も目標の約80％以上
に対し約50％と、収益面の達成度は十分とは言えませ
んでした。
 ● �背景には、受注活動の停滞や原材料価格高騰への対
応の遅れといった外部環境・運営要因に加え、高付加
価値領域への転換と拡大が、なお途上にあることによ
る収益化の遅れがありました。
 ● �数値目標の未達は、短期的な環境要因だけでなく、各
事業における収益構造やマネジメント力の課題を示す
ものでもありました。

株主還元の
強化

 ● �連結自己資本総還元率は7.7％、自己株式取得は8,069
百万円となり、計画を上回る水準を実現しました。
 ● �政策保有株式の連結純資産比率は2025年3月末に
20％未満を達成しましたが、2026年3月末は25.8％と
なりました。縮減の方向性は明確であり、資本効率を重
視する経営姿勢は着実に定着したと認識しています。

非
財
務
面

人的資本への
取り組み強化

 ● �経験者採用比率が50.0％、男性の育児休業取得率が
88.6％、育児休業後の復職率および健康診断受診率
がいずれも 100％となるなど、一定の進展が見られま
した。

人的資本への
取り組みの
更なる推進

 ● �企画職群の新卒採用者に占める女性の割合17.3％、
女性管理職比率 2.5％、障がい者雇用率 2.0％、年間
研修実施時間1,041.2時間など、引き続き強化が必
要な領域が残されています。

気候変動への
取り組み強化

 ● �カーボンニュートラル宣言とそのロードマップの公表、
TCFD提言への賛同表明と情報開示の強化など、主
要な目標を着実に達成しました。

気候変動への
取り組みの
更なる推進

 ● �気候変動リスクの低減と新たな機会の創出に向け、引
き続き取り組みの推進が求められます。

外部評価の
向上

 ● �人的資本や気候変動、人権などへの取り組みが評
価され、目標として掲げていた FTSE JPX Blossom 
Japan Indexへの組み入れを達成しました。

情報開示の
更なる強化

 ● �投資家などのステークホルダーからの信頼向上に向
け、引き続き情報開示の強化が求められます。

経
営
基
盤

ー
次の成長フェーズに進むための経営基盤の進化が、特に
以下の3つの点で着実に進みました。 ー

これまでの3年間は、経営基盤を整え、定着させる期間だっ
たと言えるため、今後はそれらを具体的な成果へ結び付
けることが必要です。

機械事業を
コアとする

戦略の明確化

 ● �経営資源配分、事業評価、成長戦略を機械事業中心
に再設計したことで、グループ全体の戦略的な焦点が
より明確になりました。

戦略明確化に
よる収益成長

 ● �明確化した戦略の実現を通じて、実効性ある収益成長
と企業価値向上を達成することが求められます。

ROIC-WACC
を軸とした 

事業評価の導入

 ● �祖業や歴史的経緯にとらわれず、資本効率と合理性を
重視した判断基準が浸透しつつあります。

事業評価を
活用した
収益成長

 ● �ROIC-WACCを軸とした事業評価の仕組みを活用
し、実効性ある収益成長と企業価値向上へ結び付け
ることが求められます。

ポートフォリオ
再編

 ● �金属・不動産・機械の各事業において、資産や事業の
位置づけを見直し、選択と集中を具体的なアクション
として進めてきました。これらは、経営変革が「方針」か
ら「実行」の段階へ移っていることを示しています。

PMIなどを通じ
た成果創出

 ● �製錬事業関連資産の整理、鉱山権益の見直し、海外
子会社整理、（株）アーステクニカ連結化などに取り組
みました。PMIなどを通じて、それらを具体的な成果と
して創出する必要があります。 中期経営計画2025 次期中期経営計画

主軸
 ● 事業の「規模」を追求する経営
 ● �資本効率重視の「考え方」の定着やポートフォリオ・投資規律の枠組
み整備など、“経営基盤の確立”

 ● 事業の「質」にこだわる経営
 ● �整備した基盤を具体的な「収益成長」と「企業価値向上」へ結びつ
ける、“価値創造の加速”

経営の問い 「何を重視するか（意識改革）」 「いかに具体的な成果を出すか（実行と刈り取り）」

重視する 
KPI・指標

 ● KPI：営業利益
 ● 投資：基盤整備
 ● 収益構造：変革途上

 ● KPI：収益性・キャッシュ・フロー
 ● 投資：高付加価値化・サービス化
 ● 収益構造：非価格競争型

注力する
テーマ

 ● 資本効率を重視した経営の枠組み
 ● 事業ポートフォリオを再構築する判断軸
 ● 社会課題起点で価値創造を追求する視点

（左記に加えて）
 ● 高付加価値領域の拡大
 ● 収益構造の転換
 ● 投資成果の早期顕在化

中期経営計画2025　総括振り返り

2035年度　2035年ビジョン

2026年度　移行準備期間

2027～2029年度　次期中期経営計画

2026年4月1日　㈱アーステクニカ連結子会社化
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